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令和 5年度 日本 NGO連携無償資金協力 完了報告書 

事業名 コミュニティに根差した職業・技術スキル開発を通じた若者・女性の就労支援事業(第 2

年次) 

Project for the Employment Support of Youths and Women through Community-based 

Vocational and Technical Skill Development 

事業対象地 ネパール コシ州ダクタ郡・ソンクワサブハ郡・モラン郡 

事業期間 2024年 3月 16日～2025年 4月 30日 

公的資金種別 日本 NGO連携無償資金協力 

総支出額 98,937,846 円 

プロジェクト目標

およびその達成

度 

職業・技術スキル研修参加者の就労状況が改善することを目標として事業を設定し

た。 

建設したリソースセンターにて金融リテラシー及び小規模ビジネス運営研修、専門ス

キル研修を行い、参加者の 62.1％が就労状況の改善を報告した。 

実施内容概要 （１）職業・技術スキル開発、就労支援のためのリソースセンターの設置 

1館目は建設完了後に最終確認を行い、リソースセンター運営委員会へ引き渡すとと

もに、資機材の設置・内装整備を完了し、竣工式を開催した。 

2館目・3館目では建設工事を進めるとともに、運営委員会や自治体関係者を対象

に、優良リソースセンター視察、運営管理研修、セーフガーディング研修を実施した。 

1館目では職員・ボランティア向けの業務実務研修や戦略計画立案ワークショップを

実施し、3館共通で年次振り返り会議および自治体との調整会議を行った。 

（２）職業・技術スキル開発及び生計改善のための訓練・研修の実施 

1館目において、PCやインターネット、基本ソフトの活用方法を学ぶ ITスキル研修を

実施し、136人が修了した。同館において、金融リテラシー研修、小規模ビジネス運営

研修、協同組合運営研修を実施し、参加者が収支管理、事業計画、リスク管理、組合

運営等について学ぶ機会を提供した。また、食品加工、ホームステイ運営、金属加工

に関する専門スキル開発研修を実施し、地域住民の生計向上や起業に資する実践的

な技能習得を支援した。さらに、地域ニーズに基づく農業スキル研修を実施するととも

に、2館目・3館目では 3年次の専門スキル研修および農業研修に向けたニーズ調査

や地域グループの形成を行った。 

（３）基礎スキル及び汎用性の高いスキル開発のための研修の実施 

1館目において、青少年向けの汎用的スキル開発研修を実施し、参加者の自信、意思

決定力、社会貢献意識の向上を支援した。同館において、女性向けの汎用的スキル

開発研修を実施し、参加者の自信やコミュニケーション能力を高めるとともに、識字ク

ラスや協同組合設立等への積極的な参加を促した。また、トレーナー育成研修を実施

したうえで、5 つのクラスターで機能的識字コースを開講し、参加者の識字能力向上と
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女性のリーダーシップ、健康・病気予防に関する知識習得を支援した。さらに、各館の

所在地域に伝わる民話を基にした絵本・紙芝居を出版・印刷し、地域文化の継承と学

習活動への活用を図った。 

成果 （１）職業・技術スキル開発、就労支援のためのリソースセンターが設置されている。 

3館すべてにおいてセンター運営委員会が設置された。運営チェックリストのスコアが

1館目では 91％に、2,館目では 60%、3館目では 66%を達成した。 

 

（２）職業・技術スキル開発、生計改善のための訓練・研修が提供されている。 

1館目の 658人が職業・技術スキル開発と生計改善プログラムに参加し、それら研修

参加者の 99％について研修の事前・事後テストのスコアが改善した。 

 

（３）基礎スキル及び汎用性の高いスキル開発のための研修が提供されている。 

1 館目の 341 人が基礎スキル、汎用性の高いスキル開発プログラムに参加し、それら

研修参加者の 98%について事前・事後テストのスコアが改善した。 

課題と対応策 2024年 9月末、例年より激しいモンスーンに伴う水害が発生し、1館目の所在地で

あるチャター・ジョーパティ自治体が被害を受けた。これにより一部業務に遅れが生じ

たため、事業期間を延長した。また、自己資金で被災世帯に対する緊急救援を実施し

た。 

 


